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令和 8年度 

学校法人国際学院 事業計画 

 

１．学院全体 

本学院は、「建学の精神を礎に、国際社会の中で尊敬される『人』を育成する」ことを 

 使命とし、「誠実・研鑽・慈愛・信頼・和睦」の建学の精神のもと、人づくり教育を 

 推進してきた。また、本学院は平成 30年 12月に国連グローバル・コンパクト（UNGC） 

 に加入し、国際社会の一員として持続可能な社会の実現に貢献する教育機関としての責 

 務を担っている。 

一方で、少子化の急速な進行により高等教育機関を取り巻く環境は厳しさを増してお 

 り、特に短期大学においては入学定員未充足の状況が継続し、財務面においても厳しい 

 状況が続いている。本学院ではこれまで、教育改革、学生募集活動の強化、産学官連携 

 の推進などを通じて教育の質の向上と経営の安定化に取り組んできた。 

令和 8年度は、改正私立学校法施行後の本格的な運用期となることから、学校法人の 

 ガバナンス体制のさらなる強化と透明性の確保が求められる。 

また、令和 8年度は短期大学における認証評価が実施されることとなっており、内部 

 質保証体制の確立と教学マネジメントの高度化を進める重要な年度となる。 

さらに、社会のデジタル化の進展を踏まえ、AIや ICTを活用した教育・研究・業務改 

 革の推進、教育の質の可視化、学修者本位の教育の実現、非認知能力の可視化への取組、  

 地域社会と連携した教育活動の展開など、時代の要請に応える教育改革を推進していく 

 必要がある。 

  以上を踏まえ、令和 8年度においては、 

 ・ガバナンスの強化 

 ・財務基盤の安定化 

 ・教育の質保証と内部質保証体制の確立 

 ・DX・AI活用による教育・業務改革 

 ・学生生徒確保と教育ブランドの向上 

 を重点課題とし、学院全体で着実に事業を推進していく。 

  

２．学校法人 

＜重点項目＞ 

（１）ガバナンスの強化 

 ① 透明性・説明責任の確保 

改正私立学校法の趣旨を踏まえ、財務諸表、監査報告書等の適切な公開を行うととも 

に、組織体制、職務権限、文書管理、リスク管理、コンプライアンスの推進等を通じ、 

内部統制システムの充実を図る。 

 

 ② 三様監査体制の確立 

監事、会計監査人、内部監査室による三様監査体制を確立し、定期的な意見交換を通 

じて監査機能の強化を図る。また、理事長、理事及び公認会計士を交えた意見交換を 

行い、法人運営の適正化と透明性の向上を図る。 
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（２）財務の安定・強化 

  学院経営の安定化を図るため、以下の取組を推進する。 

 ・収支均衡を基本とした法人財務管理の徹底 

 ・学生生徒の定員充足率向上による納付金収入の確保 

 ・退学者の縮減による収入基盤の安定化 

 ・国・自治体による補助金、外部資金の積極的獲得 

 ・遊休資産の有効活用 

 ・教育活動の効率化による経費削減 

（３）人事評価制度の見直しと人材育成の強化 

教育研究活動及び学校運営への貢献を適切に評価する新たな人事評価制度を導入し、 

職員の能力開発と組織活性化を図る。 

また、 

 ・AIを活用した業務改善 

 ・事務のデジタル化 

 ・職員研修（SD）の充実 

 を推進し、専門性の高い職員の育成を進める。 

（４）ナレッジ・ビレッジ構想の推進 

地域社会との連携を強化し、教育・研究・地域貢献が融合する「ナレッジ・ビレッジ  

構想」を推進する。大学・高校・地域社会・産業界との連携を深め、地域社会の課題 

解決に貢献する教育研究拠点の形成を目指す。 

 

３．短期大学 

＜重点項目＞ 

（１）内部質保証の確立 

教育の質保証を学院経営の中核に位置付け、教学マネジメントの強化を図る。 

 

  主な取組 

 ・教育の質の可視化 

 ・学修成果の評価指標の整備 

 ・学生調査データの活用 

 ・IRによる教育改善 

また、全国学生調査の調査項目に対応した教育改革を進め、学修者本位の教育への転 

換を図る。 

 ・非認知能力の可視化 

 ・ルーブリック評価の活用 

 ・アカデミック・アドバイジングの充実 

 により学生支援を強化し、退学者の減少を目指す。 

また、AIを活用した授業展開や教育支援システムの導入を検討し教育の高度化を図る。 

 

（２）KGスチューデント・サクセス(Student Success)：KGSS 

入学前 → 入学後 → 学修 → 資格取得 → 実習 → 就職・地域定着を一体化して  

支援し、学生の成長を最大化する本学の学修者中心の文化と仕組である KGSSを構築 
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するため、次の取組を推進する。 

 

 ① 初年次の立ち上がりを重視。 

・リメディアル教育（基礎学力の回復） ・学習スキル指導（ノート・レポート 

・自己管理）・進路マッピング（2年間の成長ロードマップ） ・生活支援とコミュニ 

ティ形成 

 ② 実習・資格取得・キャリア支援との一体化 

  ・実習前ガイダンス→ 実習伴走→ フォローアップ 

  ・資格取得の進捗管理 ・就活支援（履歴書・模擬面接・企業連携） 

   地域企業との共同プロジェクト→ 「資格＋実地経験＋地域接続」を同時に推進 

 ③ 教職員による伴走型チーム（教職員の支援密度が高いことが短期大学の強み） 

  ・アドバイザー制度（担任＋実習担当＋キャリアセンターの三位一体） 

・毎月の SSミーティング（リスク学生・学修状況・メンタル状況を共有） 

   → 個別最適化された支援。 

 ④ 地域に根差し、地域を支える人材育成（短期大学の社会的ミッション） 

・地元の産学官連携による課題解決型学習（PBL）・ボランティア・サービスラーニ 

   ング・地域課題に基づく卒業研究・成果発表→「地域密着型短期大学」の価値の最 

   大化 

 ⑤“国際学院埼玉短期大学における Student Successの最終目標” 

  ・「2年間で、学生が“人生の軸”をつくり、社会に自信をもって出ていくこと」 

 

 

（３）高大連携と地域を支える専門職育成 

  デベロップメンタル・エデュケーション・センター（DEC）を中心に 

 ・高大連携教育 

 ・入学前教育 

 ・在学中支援 

 ・卒業後支援 

 を一体的に実施し、地域社会のニーズに応える専門職人材の育成を推進する。 

 

（４）学生募集・広報活動の強化 

  学生確保は短期大学運営の最重要課題であることから、 

 ・入試改革 

 ・オープンキャンパスの充実 

 ・高校訪問の強化 

 ・出前授業の実施 

 などを通じて志願者確保を図る。 

 

 また、 

 ・SNS 

 ・動画コンテンツ 

 ・デジタル広報 
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 など多様な媒体を活用し、本学教育の魅力を積極的に発信する。 

 

（５）教学マネジメントと認証評価への対応 

  令和 8年度に予定されている認証評価に向け、 

 ・自己点検評価報告書の作成 

 ・教育成果の検証 

 ・内部質保証体制の確立 

 を進める。 

 

（６）産学官連携の推進 

  さいたま市及び地域企業等との連携を強化し、 

 ・地域課題解決型教育 

 ・共同研究 

 ・地域貢献活動 

 を推進する。 

 

４．中学校高等学校（全日制課程・通信制課程） 

＜重点項目＞ 

（１）教育力向上の取組 

  教育の質向上プロジェクトを推進し、 

 ・主体的・対話的で深い学び 

 ・探究型学習 

 ・ICT活用教育 

 ・ハイブリッド型教育 

 を推進する。 

 

 また、 

 ・DXハイスクール事業 

 ・校務 DX 

 を推進し、教育と学校運営のデジタル化を進める。 

 

（２）グローバル人材の育成 

  ユネスコスクール加盟校として、 

 ・ESD教育 

 ・SDGs教育 

 ・国際理解教育 

 を推進し、国際社会で活躍できる人材の育成を目指す。 

 

（３）理系人材の育成（全日制課程における継続的取組） 

  理系教育の強化を図るため、 

 ・大学との連携 

 ・研究活動体験 
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 ・探究型理数教育 

 などの教育プログラムを開発し、科学技術分野を志向する生徒の育成を進める。 

 

（４）教育環境整備 

  補助金等を活用し、 

 ・ICT環境整備 

 ・施設設備の更新 

 ・教育環境改善 

 を推進する。 

 

（５）中学校再開に向けた取組 

  令和 10年度の中学校再開を目標に、学内プロジェクトチームを中心として、 

 ・教育内容の検討 

 ・学校ブランドの再構築 

 ・定員確保の戦略策定 

 を進める。 

 

５．中学校再開計画 

 少子化が進む中で選ばれる学校づくりを目指し、中学校再開に向けた検討を進める。 

 

 主な検討事項 

 ・新しい教育コンセプト 

 ・進学教育の方向性 

 ・教育プログラムの特色化 

 ・学校ブランド戦略 

 ・教職員体制の整備 

 などを総合的に検討し、再開に向けたロードマップを策定する。 

 

６．まとめ 

 本学院は建学の精神のもと、人づくり教育を基盤とした教育活動を推進してきた。令和 8

年度においては、ガバナンス強化、教育の質保証、DX・AI活用、学生生徒確保などの課題

に全学院を挙げて取り組み、教育の質の向上と経営の安定化を図る。 

 これらの取組を着実に実行することにより、学生・生徒の成長と地域社会への貢献を実現

し、持続可能な学院運営を確立していく。 
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《 令和８年度事業計画の基幹となる KPI 》 

 

Ⅰ 財務・経営指標 

区分 指標 令和 8年度目標値 

経常収支 経常収支差額 プラス 

定員充足率① 短期大学収容定員充足率 60％以上 

定員充足率② 短期大学両学科収容定員充足率 50％以上 

定員充足率③ 高等学校（全日制課程） 入学者数：280名 

定員充足率④ 高等学校（通信制課程） 入学定員：40名 

 

 

Ⅱ 教学指標 

区分 指標 令和 8年度目標値 

退学率 短期大学・高等学校 全国平均以下 

進路決定率 短期大学 95% 

難関大合格数 高等学校（４年制大進学率） 75%以上（難関大 15名以上） 

 

 

Ⅲ ガバナンス・組織指標 

区分 指標（KPI） 令和 8年度目標値 

業務効率化 人件費削減率 前年度比 ２%削減 

情報公開 教育情報・財務情報・その他法令

で定められる事項 

期限内に 100%公開 

地域連携 産学官連携プロジェクト数 年間 2件以上継続実施 

 


